
（様式①）

[市民局] （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

1 元気な地域づくり推進事業 20,423 20,423 31,486 31,486 △ 11,063 △ 11,063

2 地域活動推進費 1,120,329 1,120,329 1,132,223 1,132,223 △ 11,894 △ 11,894

3
自治会町内会館整備費補助
事業

145,610 145,610 150,740 150,740 △ 5,130 △ 5,130

4 市民活動保険事業 19,317 19,317 21,473 21,473 △ 2,156 △ 2,156

5 市民協働等推進事業 2,819 2,819 6,832 6,832 △ 4,013 △ 4,013

6
特定非営利活動法人認証等
事務

8,165 8,146 12,900 12,881 △ 4,735 △ 4,735

7
各区市民活動支援センター
事業

1,410 1,410 227,453 203,830 △ 226,043 △ 202,420

8 よこはま夢ファンド事業 82,186 0 76,446 0 5,740 0

9 市民協働推進センター事業 52,081 52,081 53,247 53,247 △ 1,166 △ 1,166

10 地域防犯活動支援事業 34,022 25,743 38,718 26,439 △ 4,696 △ 696

11 横浜市防犯協会連合会補助金 3,042 3,042 3,381 3,381 △ 339 △ 339

12 LED防犯灯設置維持管理事業 611,793 611,793 611,793 611,793 0 0

13 緊急防犯パトロール事業 130,542 130,542 151,570 151,570 △ 21,028 △ 21,028

計 2,231,739 2,141,255 2,518,262 2,405,895 △ 286,523 △ 264,640

事　業　計　画　書　目　次

増△減（4－3）
新
規
・
拡
充

計画
書頁 事　　業　　名

令和４年度 令和３年度

 ３款１項４目



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

係

地域運営補助金
により、活動が
継続している地
区数

単位

団体

その他地域支援経費 0 4,436 ▲ 4,436
事業の見直しによる減、
他事業への移行による減

地域支援研修 97 475 ▲ 378 事業見直しによる減

目標 259 264 269 269 269 269 269

実績 276 262

令和　４年度　事業計画書

事業局課 市民 地域活動推進
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 1

事業区分

歳出予算科目 3 1 4

事業名称 元気な地域づくり推進事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

20,423
補助事業 0

令和４年度 20,423

0
令和３年度 31,486 31,486

単独事業

0 △ 11,063

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 11,063 0 0 0 0

13,122
89,047 79,898 64,127 17,092 13,902 13,122

予
算

89,047 79,901 64,127 17,092 13,902

事業概要
　自治会町内会をはじめとする様々な主体が連携し、防災や高齢者の見守りなどの課題解決に取り組む「協働による地域づくり」を進
めていくため、区とともに地域の取組を支援します。
　また、活動の担い手不足に対応するため、地域人材の発掘・育成に全区で取り組みます。

事業開始年度 平成23年度

根拠法令・方針決裁等 「横浜市地域の絆をはぐくみ、地域で支え合う社会の構築を促進する条例」、「横浜市市民協働条例」

決
算

72,295 68,039 31,486
72,295 68,039 31,486

地域づくり大学
校等事業による
新たな活動の開
始やこれまでの
活動の充実
（H26～累計）

単位

件

事業目的・効果
(必要性)

　超高齢社会を迎え、世代により心配ごとや困りごとが多様化するなど、地域課題も多様化・複雑化しています。また、様々な分野の
地域活動が盛んになる一方で、団体間のネットワークのさらなる連携強化が課題となっています。
　また、市民主体の地域運営にあたっては、地域のマグネット機能を持つ自治会町内会の担い手が高齢化していることに伴い、担い手
不足が一層深刻化し、地域活動の低下が懸念されています。
　そのため、本事業では「地域人材の発掘・育成」を重点取組とし、地域活動に関心のある層に対する働きかけとともに、地域の担い
手（自治会町内会の役員等）や地域のコーディネーターを育成していくことを目的とします。また、中間支援組織（各区市民活動支援
センター等）と連携した取組とすることで、より効果的な人材育成と団体間のネットワークづくりを進めていきます。

根拠・データ等

・「令和２年度市民意識調査」によると、「心配ごとや困りごと」について全体の６割弱が「自分の病気や健康、老後のこと」となっ
ていますが、世代によっては「仕事や職場のこと」「家族の病気や健康、生活上の問題」「子どもの保育や教育のこと」など、多種多
様な内容になっています。
・「横浜市自治会町内会・地区連合町内会アンケート調査（令和２年度調査結果）」によると、自治会町内会の運営上の課題につい
て、「役員のなり手が少ない」（77.9％）、「会員の高齢化」（63.4％）となっています。
・「令和２年度自治会町内会アンケート」によると、地域活動の担い手は、70歳代の無職か自営業の人が中心（自治会町内会長の年齢
で、最も多い年代は70歳以上(47.5％）、次いで60代(22.3％））となっています。また、自治会町内会長の職業で、最も多いのは、無
職(49.9%）、次いで会社員(19.8%）、自営業(14.1%）となっています。
・「令和元年度市民意識調査」によると、何らかの地域活動に参加している人は、最も多い活動として「自治会町内会活動
（22.0％）」となっていますが、「特に参加していない（58.9％）」が約６割を占めています。このような傾向がある中で、約１割強
が「現在、地域とあまり関りがないので、もっと深めたい（11.4％）」と回答しています。

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 － － 248 278 308 338 368

実績 188 218

2,402 5,014 ▲ 2,612
新規受付停止及び交付見
込団体数の減

11,735

地域運営補助金 6,189 9,826 ▲ 3,637
新規受付停止及び補助金
交付見込団体数の減

課長 係長

細事業合計 20,423 31,486 ▲ 11,063

本資料は、公正・適正に作成しました。 小河内　協子 関　弥生子 森　芽久美

11,735 0

元気な地域づくり推進補助金

事業スケジュール

・平成23年度：元気な地域づくり推進事業を開始
・平成26年度：地域活動の担い手となる人材を育成する事業として、協働の「地域づくり大学校」事業を開始
・平成29年度：協働の「地域づくり大学校」事業を全区展開
・令和元年度：協働の「地域づくり大学校」事業について、元気な地域づくり推進事業へ統合

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

地域づくり大学校等事業
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

⑥

係

本資料は、公正・適正に作成しました。 小河内　協子 中野　由紀子 熊谷　憲一郎

1,097,269 ▲ 12,005
実績に基づく見直しによ
る減

地域活動推進費報償費

事業スケジュール
平成18年度　地域振興協力費から地域活動推進費に制度変更
平成27年度　市主催の自治会町内会長永年在職者表彰式開始

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

地域活動推進費補助金

課長 係長

細事業合計 1,120,329 1,132,223 ▲ 11,894

1,085,264

自治会町内会加入・活性化促進事業 412 485 ▲ 73 事業見直しによる減

地域活動推進事務費 516 685 ▲ 169 事業見直しによる減

実績 72.4 71.2

31,212 30,816 396 活動再開等による増

自治会町内会
加入率

単位

％

事業目的・効果
(必要性)

市内には約3,000団体の自治会町内会が組織されています。防犯・防災、環境美化等の活動を通じて、地域の連帯感を育んでおり、地域
活動推進費補助金はその原資となっています。一方で、令和２年度に実施した自治会町内会・地区連合町内会アンケートでは、約8割の
自治会町内会が、「役員のなり手が少ない」、「会員の高齢化」を運営上の課題としており、自治会町内会の負担を軽減することで、
多様な世代が新たな地域活動の担い手となれるよう、自治会町内会の自主的な運営を支援し、活性化していく必要があります。

根拠・データ等

・補助金申請率
　＜R元＞自治会町内会96.0％（2,744団体/2,856団体）地区連合町内会99.6％（252団体/253団体）
　＜R２＞自治会町内会95.3％（2,722団体/2,857団体）地区連合町内会99.6％（252団体/253団体）
・執行率（補助金部分）
　＜R元＞98.3％＜R2＞97.1％
・令和２年度自治会町内会・地区連合町内会アンケート調査報告書
　＜運営上の課題＞①役員のなり手が少ない77.9％②会員の高齢化63.4％③特定の会員しか運営、行事に関わらない37.9％
　＜会長の年齢＞①70歳代47.5％②80歳代11.2％③60歳代22.3％

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 75.0 75.0 75.0 69.4 70.0 70.0 70.0

事業概要

行政と地域との協働により地域課題を解決し住みよい地域社会を形成していくうえで、地域活動の中核を担う自治会町内会の役割はま
すます重要になっています。その活動を支援するため補助金及び報償費を交付するとともに、新型コロナウィルス感染症拡大防止を念
頭にしたICT活用や工夫した取組などの事例を共有し、活動の継続を支援します。また、自治会町内会長への永年在職者表彰等により、
自治会町内会活動の活性化を図ります。

事業開始年度 平成18年度

根拠法令・方針決裁等 横浜市地域の絆をはぐくみ、地域で支え合う社会の構築を促進する条例、地域活動推進費補助金交付要綱ほか

決
算

1,133,923 1,132,223 1,117,275

1,128,318 1,132,223 1,117,275

1,120,329

1,152,262 1,150,621 1,148,842 1,120,329 1,120,329 1,120,329
予
算

1,152,262 1,150,621 1,148,842 1,120,329 1,120,329

0 △ 11,894

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 11,894 0 0 0 0

0
令和３年度 1,132,223 1,132,223

単独事業

1,120,329
補助事業 0

令和４年度 1,120,329

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

1

事業名称 地域活動推進費

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

実績 1,230,968 1,226,969

令和　４年度　事業計画書

事業局課 市民 地域活動推進
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 2

事業区分

歳出予算科目 3 4

自治会町内会
加入世帯数

単位

世帯

自治会町内会長の逝去に伴う弔慰 395 395 0

自治会町内会長永年在職者表彰式 2,530 2,573 ▲ 43 事業見直しによる減

目標 1,275,229 1,292,556 1,230,968 1,226,969 1,226,969 1,226,969 1,226,969
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(様式②-1）

局 課

■ 施設等整備費 □ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

地震防災戦略
関連事業
補助件数

単位

件

目標 10 10 10 10 - - -

実績 8 3

令和　４年度　事業計画書

事業局課 市民 地域活動推進
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 3

事業区分

歳出予算科目 3 1 4

事業名称 自治会町内会館整備費補助事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

145,610
補助事業 0

令和４年度 145,610

0
令和３年度 150,740 150,740

単独事業

0 △ 5,130

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 5,130 0 0 0 0

200,000

144,080 157,300 146,870 200,000 200,000 200,000
予
算

144,080 157,300 146,870 200,000 200,000

事業概要

自治会町内会は行政と地域住民とを結ぶ基礎的な組織であり、その活動は住みよい地域社会の形成につながります。このため、自治会
町内会が行う地域活動の拠点となる自治会町内会館の整備を促進し、身近な活動の場の充実を進めるため、会館の整備費の一部を補助
しています。また、令和２年度より風水害等の自然災害により緊急に修繕が必要となった場合にも対応できるよう制度を拡充しまし
た。

事業開始年度 昭和49年度

根拠法令・方針決裁等
横浜市自治会・町内会館整備費補助要綱、横浜市自治会・町内会館整備費補助事務取扱要領、自治会・町内会館整備費審査委員会設置
運営要領、横浜市公園集会所整備費補助要綱、横浜市公園集会所整備費補助事務取扱要領

決
算

109,210 145,520 138,100

109,210 145,520 138,100

補助件数
単位

件

事業目的・効果
(必要性)

令和２年度自治会町内会アンケート結果によると、市内2,853の自治会町内会のうち1,325の自治会町内会が会館を所有し、維持管理に
係る費用を必要としています。さらに、そのうち築40年以上（旧耐震基準と思われる）で耐震工事等の対策を行っていない会館が292件
もあり、今後も老朽化に伴う整備に対する補助制度の必要性は年々高まると見込まれます。
会館整備費の補助を通し、自治会町内会がその地域活動を振興し、地域住民の福祉の向上や共助による減災に向けた取組の拠点整備を
図ることを目的として、自治会町内会が行う会館の整備に必要な経費の一部について補助金を交付します。

根拠・データ等

自治会町内会より次年度整備の計画について事前申出をしてもらうことで予算を積算します。（補助申請事前申出）
【参考】
○会館の所有状況　※令和２年度自治会町内会アンケート結果による
　自治会町内会：1,325団体/2,853団体
　地区連合町内会：56団体/253団体
○今後耐震対策が必要な会館
　自治会町内会：292団体
　地区連合町内会：14団体

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 45 55 45 52 52 52 52

実績 43 46

56,130 46,630 9,500 事前申出分の増

89,480

課長 係長

細事業合計 145,610 150,740 ▲ 5,130

本資料は、公正・適正に作成しました。 小河内　協子 中野　由紀子 江口　晃志

104,110 ▲ 14,630 事前申出分の減

自治会町内会館整備費補助金
（耐震化に対する補助分）

事業スケジュール
令和３年度：令和３年度事前申出分の予算執行、令和４年度分の事前申出受付
令和４年度：令和４年度事前申出分の予算執行、令和５年度分の事前申出受付

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

自治会町内会館整備費補助金
（耐震化以外に対する補助分）
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

本資料は、公正・適正に作成しました。 小河内　協子 関　弥生子 荒木　愛里沙

リーフレット作成

事業スケジュール
・相談・受付・保険支払い手続き等を実施（通年）
・区担当者研修会の開催（４月）
・次年度の契約事務（12月～３月）

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

市民活動保険

課長 係長

細事業合計 19,317 21,473 ▲ 2,156

実績 74 53

保険金
支払件数

単位

件

事業目的・効果
(必要性)

市内では、自治会町内会等の団体や個人により、多種多様なボランティア活動が行われています。そこで市民が安心してボランティア
活動に参加でき、自主的な活動が継続できるよう、公益性を考慮して、横浜市で最低限の補償をする必要があります。
本事業は、市民が公益的なボランティア活動を実践できる環境を整えることにより、地域活動が活性化され、住みよいまちづくりにつ
ながることを目的としています。

根拠・データ等

・事故件数
　＜実績推移＞　平成30年度　85件、元年度　74件、２年度　55件
・保険料支払額
　＜実績推移＞　平成30年度　20,188,260円、元年度　10,528,815円、２年度　7,221,000円

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 － － － － － － －

事業概要
市民が安心してボランティア活動を行えるよう、市があらかじめ保険料を負担し、保険会社と保険契約を結び運営します。
事故が起きた際には、対象者の日頃の具体的なボランティア活動内容や事故の状況等の報告を受け、市と保険会社が審査した上で保険
金を支払います。

事業開始年度 平成３年度

根拠法令・方針決裁等 横浜市市民活動保険実施要綱

決
算

19,016 19,876 18,900

19,016 19,876 18,900

19,317

27,100 22,265 22,265 19,317 19,317 19,317
予
算

27,100 22,265 22,265 19,317 19,317

0 △ 2,156

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 2,156 0 0 0 0

0
令和３年度 21,473 21,473

単独事業

19,317
補助事業 0

令和４年度 19,317

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

4

事業名称 市民活動保険事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

令和　４年度　事業計画書

事業局課 市民 地域活動推進
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

事業区分

歳出予算科目 3 1

 
- 4 -



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

係

災害ボラン
ティア会報の

発行部数

単位

部

本資料は、公正・適正に作成しました。 岡本　今日子 加藤　慎介 馬場　美保世

1,722 ▲ 173
よこはま夢ファンド事業
への移行による減

横浜市市民協働推進委員会

事業スケジュール

平成８年度　災害ボランティア支援事業
平成12年度　横浜市市民活動推進条例　公布
平成24年度　横浜市市民協働条例　公布
平成25年度　本事業開始

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

市民協働等推進事業

課長 係長

細事業合計 2,819 6,832 ▲ 4,013

1,549

災害ボランティア支援事業 142 3,942 ▲ 3,800 物品整備の完了に伴う減

実績 62 77

1,128 1,168 ▲ 40
事務効率化による筆耕翻
訳料の減

目標 7,500 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

実績 7,500 0

市民協働事業
の件数

単位

件

事業目的・効果
(必要性)

(1)市民協働等推進事業
「横浜市地域の絆をはぐくみ、地域で支え合う社会の構築を推進する条例」、「横浜市市民協働条例」の趣旨を踏まえ、協働事業の市
民提案を促進するための支援などを通して、市民の皆様との絆づくり、支え合いや協働を進めます。
(2)横浜市市民協働推進委員会
市民協働の推進に関する必要な事項を審議する、横浜市市民協働推進委員会と横浜市市民協働推進委員会の下部組織である市民協働推
進センター事業部会・市民活動運営支援事業部会を運営します。
(3)災害ボランティア支援事業
災害時における情報の収集や、ボランティアの受け入れ、派遣が円滑に行えるよう、平成８年度に設立された「横浜災害ボランティア
ネットワーク会議」が実施する事業に対して負担金を交付します。あわせて、協働の提案支援事業の採択団体や横浜市社会福祉協議会
等との連携も深め、発災時のボランティア活動の効果的な実践を目指します。

根拠・データ等

・市民協働事業件数
　令和元年度62件、令和２年度77件、令和３年度55件（見込み）
・横浜市市民協働推進委員会の開催
　令和元年度７回、令和２年度10回、令和３年度10回（見込み）
・災害ボランティア会報の発行部数
　令和元年度5,000部、令和２年度 発行なし（新型コロナウィルスの影響により見送り）、令和３年度5,000部（見込み）

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 55 55 55 60 60 60 60

事業概要
「絆・支え合い条例」「市民協働条例」の趣旨を踏まえ、地域や様々な担い手との協働による取組の推進を促進します。また、災害対
策に関わる市民の自主的ボランティア活動及び団体間のネットワーク化の促進を図ります。

事業開始年度 平成25年度

根拠法令・方針決裁等 横浜市地域の絆をはぐくみ、地域で支え合う社会の構築を推進する条例、横浜市市民協働条例、横浜市防災計画

決
算

7,972 6,080 1,725

7,972 6,080 1,725

2,819

9,623 8,695 3,352 2,819 2,819 2,819
予
算

9,623 8,695 3,352 2,819 2,819

0 △ 4,013

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 4,013 0 0 0 0

0 2,819
令和３年度 6,832 0 0 0 0 6,832

単独事業 2,819 0 0 0

0 2,819
補助事業 0 0 0 0 0 0

令和４年度 2,819 0 0 0

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

4

事業名称 市民協働等推進事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

実績 7 10

令和　４年度　事業計画書

事業局課 市民 市民協働推進
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

3-1-4
5事業区分

歳出予算科目 3 1

推進委員会の
開催回数

単位

回

目標 7 10 10 10 10 10 10
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

指定法人数
単位

法人数

本資料は、公正・適正に作成しました。 岡本　今日子 近藤　恭子 高橋　国誉

12,900 ▲ 4,735
令和２年ＮＰＯ法改正対
応必要件数の減

事業スケジュール
・平成22年度　神奈川県から事務移譲を受け認証事務を開始。
・平成24年度　平成23年の法改正に伴い都道府県及び政令市の長が特定非営利活動法人の所轄庁となる。

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

特定非営利活動法人認証等事務

課長 係長

細事業合計 8,165 12,900 ▲ 4,735

8,165

実績 1,537 1,521

目標 10 7 8 9 10 11 12

実績 6 6

認証法人数
単位

法人数

事業目的・効果
(必要性)

横浜市は、ＮＰＯ法人の所轄庁として、ＮＰＯ法人の設立認証、認定・特例認定・指定に関する事務やそれらに関する相談対応を行うと
ともに、各種届出や事業報告書等を受理し、市民に広く情報公開しています。また、ＮＰＯ法人全体の信頼性を高めるために事業報告書
等を提出しない法人に対しては、法に基づき認証取消し等の監督を行っています。
本市が所轄しているＮＰＯ法人は1,521法人です。（令和３年３月31日時点）。
【令和４年度実施内容と期待される効果】
（1） 市民への情報提供・情報公開
　　　設立入門講座、設立後の活動支援講座の開催や事務の案内（法人設立認証、法人管理運営、認定、指定）の配布を行う
　　ことで、手続等の円滑化を図ります。また、法人から提出された事業報告書等の情報公開を行います。
（2）事務費
　　 当課の事務執行にあたり必要な経費
（3）会計年度任用職員の経費
　　 ２名在籍する会計年度任用職員の経費

根拠・データ等

＜事務実施状況・実績推移＞
・設立認証件数
　30年度　61件、令和元年度　59件、２年度28件、３年度 65件（見込）、４年度 65件（見込）
・認定件数
　30年度　６件、令和元年度　５件、２年度３件、３年度３件（見込）、４年度３件（見込）
・特例認定件数
　30年度　０件、令和元年度　０件、２年度０件、３年度１件（見込）、４年度１件（見込）
・指定件数
　30年度　１件、令和元年度　０件、２年度１件、３年度２件（見込）、４年度１件（見込）
・定款変更認証件数
　30年度 119件、令和元年度　70件、２年度68件、３年度 80件（見込）、４年度 80件（見込）
・事業報告書等受理件数
　30年度 1,417件、令和元年度1,450件、２年度1,474件、３年度1,390件（見込）、４年度1,390件（見込）
・役員変更届受理件数
　30年度 895件、令和元年度　970件、２年度　944件、３年度　850件（見込）、４年度850件（見込）
・定款変更届受理件数
　30年度 578件、令和元年度104件、２年度67件、３年度80件（見込）、４年度80件（見込）
・解散届受理件数
　30年度 47件、令和元年度45件、２年度39件、３年度40件（見込）、４年度40件（見込）
・事業報告書未提出による認証取消
　30年度 ９件、令和元年度５件、２年度12件、３年度５件（見込）、４年度５件（見込）
・設立認証後未登記による認証取消
　30年度 １件、令和元年度０件、２年度０件、３年度１件（見込）、４年度１件（見込）

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 1,530 1,562 1,546 1,571 1,596 1,621 1,646

事業概要

特定非営利活動法人の設立の認証、認定・指定に関する事務、定款変更の認証、各種届出や事業報告書等の受理等の業務を行います。
また、３年以上にわたり事業報告書等を提出していない法人及び設立認証日から６か月以上登記をしていない団体に対しては、設立認証
の取消し等の監督を行います。
　なお、令和２年ＮＰＯ法改正に伴う個人情報保護のために必要な作業については、令和４年度においても引き続き対応していく必要が
あります。

事業開始年度 平成22年度

根拠法令・方針決裁等

・特定非営利活動促進法（平成10年法律第7号）
・特定非営利活動促進法施行条例（平成24年2月24日条例第2号）
・地方税法第314条の７第1項第4号に掲げる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人を指定するための基準、手続等に関する
条例（平成24年6月25日条例第32号）
・地方税法第314条の７第1項第4号に掲げる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人等を定める条例（平成24年12月28日条例第59号）

決
算

12,111 8,475 9,840
12,094 8,458 9,823

8,773
11,437 11,214 10,765 8,454 8,604 8,754

予
算

11,466 11,233 10,784 8,473 8,623

0 △ 4,735

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 4,735 0 0 0 0

0
令和３年度 12,900 19 12,881

単独事業

8,146
補助事業 0

令和４年度 8,165 19

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

4

事業名称 特定非営利活動法人認証等事務

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

実績 58 61

令和　４年度　事業計画書

事業局課 市民 市民協働推進
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

事業区分

歳出予算科目 3 1

認定・特例認定
法人数

単位

法人数

目標 57 62 66 70 74 78 82
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

係

本資料は、公正・適正に作成しました。 岡本　今日子 小川　宣幸 鈴木　真帆

1,300 0 -

情報共有会議・スキルアップ研修事業

事業スケジュール

・平成16年度：事業開始
　　　　　　　生涯学習支援センターとの複合化により各区市民活動支援センターを順次開設
・平成20年度：全18区展開完了
・平成25年度：情報共有会議・スキルアップ研修事業　開始
・平成30年度：機能強化の取組支援事業　開始（目標：４か年で18区）
・令和３年度：さかえ区民活動支援センター・港南区民活動支援センター移転整備事業実施

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

機能強化の取組支援事業

課長 係長

細事業合計 1,410 227,453 ▲ 226,043

1,300

瀬谷区せやまる・ふれあい館共有ス
ペース改修事業

0 434 ▲ 434 事業終了による減

実績 5 2

110 377 ▲ 267
事業実施方法の精査によ
る減

機能強化の
取組支援区数

単位

区

事業目的・効果
(必要性)

　コロナ禍での生活様式の大きな変容等により身近な地域の課題がより多様化・複雑化する中、様々な担い手がお互いの強みをいか
し、協働でまちづくりを進めていくことが求められています。その中で各区の市民活動支援センターには、区域において様々な主体の
交流・連携を生み出せる中間支援組織としての役割が期待されます。
　本事業では、各区の市民活動支援センターの機能強化の取組支援や各種研修、情報交換会などを行うことにより、地域で活動する市
民や市民活動団体、自治会町内会等の地縁団体、地域の施設、企業等をつなぐコーディネート機能の向上を図ります。

根拠・データ等
各区の市民活動支援センター相談統計、設備・機材等利用件数統計
相談件数：平成30年度 17,195件、令和元年度 14,928件、令和２年度 11,234件、令和３年度 13,000件（見込）
設備・機材等利用件数：平成30年度 54,006件、令和元年度 46,516件、令和２年度 23,695件、令和３年度 33,000件（見込）

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標
H30からR3まで4
か年で18区

H30からR3まで4
か年で18区

H30からR3まで4
か年で18区

5 5 5 5

事業概要
　地域や様々な担い手との協働による取組の推進や地域のつながりづくりのためのコーディネート機能の充実のため、地域の活動拠点
の１つである各区の市民活動支援センターの機能強化の取組支援や各種研修、情報交換会などを行います。

事業開始年度 平成16年度

根拠法令・方針決裁等
・横浜市市民協働条例
・市民活動支援センター地域レベル展開ガイドライン

決
算

74,405 67,589 2,428

72,069 66,592 2,335

1,410

71,803 92,493 3,707 1,410 1,410 1,410
予
算

72,852 94,095 3,899 1,410 1,410

△ 158,000 △ 44,420

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 226,043 0 0 0 △ 23,623

0
令和３年度 227,453 23,623 158,000 45,830

単独事業

1,410
補助事業 0

令和４年度 1,410

区　分 金　額 国 県 諸収入 資産活用推進基金繰入金 市債 一般財源

4

事業名称 各区市民活動支援センター事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

実績 4 3

令和　４年度　事業計画書

事業局課 市民 市民協働推進
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

3-1-4
8事業区分

歳出予算科目 3 1

センター職員等の
情報共有会議・ス
キルアップ研修開
催回数

単位

回

区民活動支援センター移転整備事業
（栄区・港南区）

0 225,342 ▲ 225,342 事業終了による減

目標 4 4 4 4 4 4 4

 
- 7 -



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

係

登録団体数
単位

団体

基金運営事務事業 660 1,020 ▲ 360 事業見直しによる減

目標 227 237 247 257 267 277 287

実績 226 239

令和　４年度　事業計画書

事業局課 市民 市民協働推進
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

3-1-4
7事業区分

歳出予算科目 3 1 4

事業名称 よこはま夢ファンド事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

区　分 金　額 国 県 諸収入 その他 市債 一般財源

0 0
補助事業 0

令和４年度 82,186 0 0 44,999 37,187

0
令和３年度 76,446 0 0 39,999 36,447 0 0

単独事業

0 0

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 5,740 0 0 5,000 740

87,186

0 0 0 0 0 0
予
算

67,614 69,911 73,171 87,186 87,186

事業概要
 市民活動団体の公益的活動に賛同する市民の皆様や企業等の寄附を積み立て、登録したＮＰＯ法人に対する助成金の交付や、運営支援
に関わる講座の実施等を通して、ＮＰＯ法人等の運営支援を行います。

事業開始年度 平成17年度

根拠法令・方針決裁等
横浜市市民協働条例、よこはま夢ファンド団体登録要綱、よこはま夢ファンド登録団体助成金交付要綱、よこはま夢ファンド組織基盤
強化助成金交付要綱、横浜市市民活動推進基金寄附金受領事務取扱要領

決
算

54,170 57,275 60,422

0 0 0

寄附件数・額
単位

千円

事業目的・効果
(必要性)

　多くの市民等が市民公益活動によるきめ細かなサービスを受けられる社会を目指し、ＮＰＯ法人の市民公益活動等への財政的な支援
を目的に、市民活動団体の公益的活動に賛同する市民の皆様や企業等の寄附を積み立てる基金を設置しています。本事業では、その基
金の管理及び、基金を活用した以下のＮＰＯ法人等への支援を実施します。

（1）登録団体助成金：市民の皆様や企業等から寄附を受け、積み立てた基金を活用し、あらかじめ登録したＮＰＯ法人に対し助成金を
交付し、活動の継続や展開、活性化を図ります。
（2）組織基盤強化支援：自己評価を行った団体を対象に助成金申請を受付し、審査後交付します。活動団体の組織基盤の安定や強化を
図ることにより、活動の活性化を目指します。
（3）市民活動団体運営支援等：寄附及び組織基盤強化等に関する講座を開催し、市民活動団体の運営支援に繋げます。

根拠・データ等

・特定非営利活動法人に関する基礎調査報告書（平成28年３月）
　「法人の課題」上位３件：①人材の確保や教育(342団体)②収入源の確保(316団体)③法人の組織運営力の向上(172団体)
・市内のＮＰＯ法人数の推移
＜実績推移＞H30年度1,526団体、元年度1,537団体、２年度1,521団体
・ふるさと納税に関する現況調査について（総務省　自治税務局市町村税課）
　ふるさと納税受入額、受入件数（全国）
＜実績推移＞H30年度2,322万件　5,127億円、元年度2,333万件　4,875億円、２年度3,488万件　6,724億円

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 220件　28,999 420件　35,000 450件　40,000 550件　45,000 600件　50,000 600件　50,000 600件　50,000

実績 475件　30,357 721件　36,242

35,926 34,426 1,500
組織基盤強化助成金制度の見
直しに伴う交付再開による増

目標 50件　34,200 50件　34,200 45件　32,700 50件　34,200 50件　34,200 50件　34,200 50件　34,200

実績 42件　26,270 43件　23,604

45,000

市民活動団体運営支援事業 600 1,000 ▲ 400 事業見直しによる減

課長 係長

細事業合計 82,186 76,446 5,740

登録団体助成金、
組織基盤強化支援
助成金交付件数・
額

単位

千円

本資料は、公正・適正に作成しました。 岡本　今日子 小川　宣幸 鎌田　千尋

40,000 5,000 寄附件数の増

よこはま夢ファンド助成事業

事業スケジュール

・平成17年度：事業開始（登録団体助成金事業、基金管理事業、基金運営事務事業）
・平成27年度：組織基盤強化助成金事業開始
・令和３年度：組織基盤強化支援開始
・令和４～７年度：事業継続

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

基金管理事業
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

本資料は、公正・適正に作成しました。 岡本　今日子 工藤　謙一 秋山　彩芽

53,247 拠点運営費の見直し等

プロポーザル事業

事業スケジュール

・平成28年３月「横浜市新市庁舎管理基本方針」策定（公民連携・市民参加による横浜独自の新しい協働の在り方を探るスペースとし
て整備する方向で検討）
・平成29年３月「新市庁舎における市民協働スペースに関する意見書」提出
・令和２年４月 市民協働推進センターMMCCにて開設　同6月新市庁舎にて全面オープン
・令和４年　　 次期運営事業者選定のためのプロポーザル実施

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

市民協働推進センター事業

課長 係長

細事業合計 52,081 53,247 ▲1,166

実績 - 11

0
プロポーザル実施年度限
定経費

協働に関する
イベント実施

回数

単位

件

事業目的・効果
(必要性)

　コロナ禍において多様化、複雑化する地域課題の解決のためには、さらなる市民活動の支援と「協働」の取組を推進していく必要が
あります。
　「市民協働推進センター」は様々な主体の交流・連携が生まれる対話と創造の場として、地域課題の解決に向けた相談、提案の総合
相談窓口のほか、市民活動団体の運営支援、新たな担い手の発掘及び育成、伴走支援、マッチングやコーディネート、活動や交流の場
の提供などを通じ、地域における様々な課題の解決や新しい生活スタイルに対応した新しい取組を創発し、「協働」の取組を推進して
いきます。
　また、令和５年度からの市民協働推進センターの運営事業者を選定するにあたり、より良い事業者の選定に向けて実績や課題の精
査、他都市の協働セクションへの調査等を行ったうえで、プロポーザルを実施します。

根拠・データ等
【令和２年度事業実績】
団体登録：94件 相談件数：659件 打合せスペース利用者人数：2,054人 スペースAB占用率：33％

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 - 12 12 12 12 12 12

事業概要

地域課題の解決や新しい取組の創発に向け、市民活動支援に加え、市民、大学、NPO法人、企業、行政など様々な主体の交流と連携が生
まれる対話と創造の場としての「市民協働推進センター」の運営を行います。センターでは、様々な相談や提案を受ける総合相談窓口
の設置のほか、伴走支援やマッチング、交流連携の場としてのワークショップの開催、ミーティングスペースやイベントスペースを提
供します。また、次期運営事業者選定に向けたプロポーザルを実施します。

事業開始年度 令和２年度

根拠法令・方針決裁等
横浜市市民協働条例
横浜市市民協働推進センター事業要綱
新市庁舎整備基本計画

決
算

49,684

49,684

52,001

50,000 52,001 52,001 52,001
予
算

50,000 52,001 52,001

0 △ 1,166

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 1,166 0 0 0 0

0
令和３年度 53,247 53,247

単独事業

52,081
補助事業 0

令和４年度 52,081

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

4

事業名称 市民協働推進センター事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

令和　４年度　事業計画書

事業局課 市民 市民協働推進
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

3-1-4
6事業区分

歳出予算科目 3 1
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

係

266 ▲ 3 見直しによる減

地域防犯カメラ
設置補助台数

単位

台

子ども安全支援事業 688 708 ▲ 20 見直しによる減

地域防犯カメラ設置補助事業 16,000 20,000 ▲ 4,000
県が上限額を引き下げた
ことによる減

目標 100 100 100 100 100 100 100

実績 94 95

令和　４年度　事業計画書

事業局課 市民 地域防犯支援
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

3-1-4
10事業区分

歳出予算科目 3 1 4

事業名称 地域防犯活動支援事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

25,743
補助事業 0

令和４年度 34,022 4,279 4,000

0
令和３年度 38,718 4,279 8,000 26,439

単独事業

0 △ 696

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 4,696 0 △ 4,000 0 0

34,022
34,102 34,102 30,367 25,743 25,743 25,743

予
算

52,102 47,992 49,646 34,022 34,022

事業概要
・区と局が連携して地域とともに実施する防犯啓発事業に対する支援を行う。
・特殊詐欺への対策や子どもに対する安全啓発、犯罪等が多発している地域の青色回転灯パトロール活動を実施。
・地域住民による自主的な防犯活動を促すための防犯カメラ設置補助等を行い、地域における犯罪の防止や防犯意識の向上を図る。

事業開始年度 平成18年度

根拠法令・方針決裁等 横浜市地域防犯カメラ設置補助金交付に係る要綱、横浜市落書き行為の防止に関する条例

決
算

42,559 42,559 48,870
28,911 28,911 29,685

65歳以上の市民
への特殊詐欺防
止啓発

単位

人

事業目的・効果
(必要性)

　本市における刑法犯認知件数は減少傾向にあるが、各地で子どもをはじめとした住民等が巻き込まれる事件が相次ぎ、市民意識調査
において「充実すべきと思う公共サービス」として「防犯対策」は「地震などの災害対策」「病院や救急医療など地域医療」と並んで
常に上位に入る項目となっている。
　本市の安全・安心プランでは、「自分たちのまちは自分たちで守る」を防犯対策の基本としているが、市内外の犯罪情勢を踏まえた
各地域で取り組まれている防犯活動への支援を通じて、地域の防犯力の更なる向上を図る必要がある。
　当事業を通じて、コロナ禍においても地域における安全・安心な環境が保たれる。

根拠・データ等

・市民意識調査「充実すべきと思う公共サービス」における防犯対策
　30年度2位(26.5％)、元年度3位(28.3％)、2年度4位(28.5％)
・市内刑法犯認知件数
　30年度17,464件、元年度16,129件、2年度13,567件
・市内特殊詐欺の経年変化（認知件数）
　30年度1,158件、元年度1,415件、2年度737件
・地域防犯カメラ設置補助
　30年度82台、元年度94台、2年度95台

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 90万 90万 90万 90万 90万 90万 90万

実績 91万5千 92万4千

啓発経費の見直しによる
減

1,440

安全・安心のまちづくり対策パトロー
ル事業

落書き行為防止事業 580 645 ▲ 65 実績に伴う減

初黄・日ノ出町地区防犯対策支援 1,000 1,150 ▲ 150 実績に伴う減

地域防犯活動推進事務 263

課長 係長

細事業合計 34,022 38,718 ▲ 4,696

本資料は、公正・適正に作成しました。 坪井　豊 平社　晃一 髙野　春香

1,620 ▲ 180
啓発経費の見直しによる
減

緊急防犯対策事業

事業スケジュール

【地域防犯啓発支援事業】【落書き行為防止事業】【初黄・日ノ出町地区防犯対策支援】
４月：区へ予算配付
【緊急防犯対策事業】
６月：65歳以上の市民へ特殊詐欺防止啓発チラシの送付
【安全・安心のまちづくり対策パトロール事業】
４月～３月：業務委託による防犯パトロールの実施
【子ども安全支援事業】
８月：子ども安全リーフレット配布
10月：子ども安全イベントの実施
【地域防犯カメラ設置補助事業】
６月：申請締切
11月：自治会町内会等へ補助金交付決定
～３月：補助金交付

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

地域防犯啓発支援事業（区配付事業）
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

令和　４年度　事業計画書

事業局課 市民 地域防犯支援
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

事業区分

歳出予算科目 3 1 4

事業名称 横浜市防犯協会連合会補助金

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

3,042
補助事業 0

令和４年度 3,042

0
令和３年度 3,381 3,381

単独事業

0 △ 339

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 339 0 0 0 0

3,086

3,651 3,381 3,381 3,086 3,086 3,086
予
算

3,651 3,381 3,381 3,086 3,086

事業概要 　各防犯協会・協力会が実施している防犯活動が、活発かつ円滑に推進できるよう横浜市防犯協会連合会へ補助金を交付する。

事業開始年度 昭和37年度

根拠法令・方針決裁等 横浜市防犯協会連合会補助金交付要綱

決
算

3,651 3,381 3,380

3,651 3,381 3,380

単位

事業目的・効果
(必要性)

　市内警察署単位で組織された21箇所の防犯協会・協力会が行う防犯の意識啓発、防犯活動の協力・支援、青少年の非行化防止、防犯
功労者・団体の表彰、高齢者に対する防犯活動等の事業ができるよう補助金を交付する。

根拠・データ等 横浜市防犯協会連合会補助金交付要綱

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標

実績

3,042

課長 係長

細事業合計 3,042 3,381 ▲ 339

本資料は、公正・適正に作成しました。 坪井　豊 平社　晃一 高野　春香

3,381 ▲ 339 見直しによる減

事業スケジュール

6月：防犯活動助成費の交付
7月：理事会の開催
11月：防犯功労者表彰
3月：理事会の開催、防犯灯に係る損害補償保険への加入

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

横浜市防犯協会連合会補助金
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

鋼管ポール建
替

単位

本

目標 106 100 86 90 86 86 86

実績 79 80

令和　４年度　事業計画書

事業局課 市民 地域防犯支援
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

3-1-4
11事業区分

歳出予算科目 3 1 4

事業名称 ＬＥＤ防犯灯設置維持管理事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

611,793
補助事業 0

令和４年度 611,793

0
令和３年度 611,793 611,793

単独事業

0 0

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 0 0 0 0 0

623,647

617,673 584,198 584,701 623,647 623,647 623,647
予
算

625,973 588,198 588,198 623,647 623,647

事業概要

　区役所を通じて市内の自治会町内会からＬＥＤ防犯灯設置の申請を受け、横浜市防犯灯設置基準に基づき、新設する。また、自治会
町内会や開発事業者から防犯灯の寄附を受納する。電気料金やＥＳＣＯ事業サービス料、保険料等を適正に支出する。不点灯等の不具
合に関する自治会町内会の見守り等による通報を受け付け、修繕等を実施するとともに、道路工事や住宅地の開発に伴うＬＥＤ防犯灯
の移設等に対応する。区役所を通じて自治会町内会が所有する防犯灯の維持費用（１灯あたり年間2,200円）を補助する。

事業開始年度 平成21年度

根拠法令・方針決裁等
防犯灯等整備対策要綱、よこはま安全・安心プラン、横浜市防犯灯設置基準、地域防犯灯維持管理費補助金交付要綱、横浜市ＬＥＤ防
犯灯寄附要綱

決
算

605,648 608,203 592,912

605,648 601,222 586,659

防犯灯新設
（電柱・鋼管ポー
ル）

単位

灯

事業目的・効果
(必要性)

　地域の防犯環境の向上と自治会町内会の負担軽減を図るため、明るく省エネルギーなＬＥＤ防犯灯を設置し、維持管理する。また、
地域が設置した防犯灯の維持費用を補助する。
  防犯対策は、令和２年度市民意識調査において、今後充実すべきサービスとして第４位（28.5％）となっている。過去の調査の全て
で、充実すべきサービスの上位５件に入っている。一方、市政への満足度における防犯対策については4.2％にとどまり、今後も引き続
き取り組んでいく必要がある。
  ＬＥＤ防犯灯は地域においてもっとも身近な防犯設備であり、多くの人が通行する道路にＬＥＤ防犯灯を整備し、本市が管理する約
180,000灯を適正に管理することは、市民全体に対し、長期に安全・安心を提供することに繋がる。また、設置した防犯灯の見守り活動
を自治会町内会が担うことで、市民協働の醸成及び、地域の防犯力の維持向上を図ることができる。

根拠・データ等

・市民意識調査「充実すべきと思う公共サービス」における防犯対策
　30年度２位(26.5％)、元年度３位(28.3％)、２年度４位(28.5％)
・市民意識調査「市政への満足度」における防犯対策
　30年度3.9％、元年度5.0％、２年度4.2％

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 360 336 336 300 336 336 336

実績 427 380

599,973 591,371 8,602
設計単価見直しや外観調査結
果に基づくポール建替数の増

目標 700 1,000 1,500 2,000 3,000

実績 523 573

11,820

課長 係長

細事業合計 611,793 611,793 0

防犯灯修繕
単位

灯

本資料は、公正・適正に作成しました。 坪井 豊 石丸 雄司 豊田 裕貴

20,422 ▲ 8,602 鋼管ポール防犯灯の新設休止

ＬＥＤ防犯灯維持管理事業

事業スケジュール

令和４年３月　　　　　　　　　　　自治会町内会会長へ設置事業についての御案内
令和４年３月から５月まで　　　　　申請書受付期間
令和４年５月から10月まで　　　　　申請書類審査
令和４年11月から令和５年２月まで　施工期間（鋼管ポール建て替えを含む）

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

ＬＥＤ防犯灯設置事業
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

令和　４年度　事業計画書

事業局課 市民 地域防犯支援
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

事業区分

歳出予算科目 3 1 4

事業名称 緊急防犯パトロール事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

130,542
補助事業 0

令和４年度 130,542

0
令和３年度 151,570 151,570

単独事業

0 △ 21,028

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 21,028 0 0 0 0

0

0 0 48,000 0 0 0
予
算

0 0 48,000 0 0

事業概要 　地域の安全・安心の確保と雇用機会創出のため、防犯パトロールを業務委託により実施する。

事業開始年度 令和２年度

根拠法令・方針決裁等

決
算

0 0 42,197

0 0 42,197

パトロール年
間実施回数

単位

回

事業目的・効果
(必要性)

コロナ禍により地域で日常的に行われている防犯活動が縮小し、地域を見守る目が行き届いていない状況が続いている。一方で、警備
会社は厳しい経営状況に陥り、警備員の雇用も不安定な状況となっている。そこで、緊急雇用創出事業を活用し、地域の安全・安心を
確保するとともに、警備員の雇用安定化を図る。

根拠・データ等

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 ― 1,296 3,258 3,330 ― ― ―

実績 ― 1,296

課長 係長

細事業合計 130,542 151,570 ▲ 21,028

本資料は、公正・適正に作成しました。 坪井　豊 平社　晃一 髙野　春香

防犯灯鋼管ポール外観調査事業

事業スケジュール 令和４年６月～令和５年２月：平日毎日一区一台の防犯パトロールを実施

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

緊急防犯パトロール事業
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